
財 政 金 融 統 計 月 報　第881号

令和８年３月23日　発　行
定価は
表紙に表示してあります。

編　 集 財務省財務総合政策研究所
〒100―8940　東京都千代田区霞が関3―1―1

電話（03）3581―4111㈹

印刷発行 中 和 印 刷 株 式 会 社
〒104―0042　東京都中央区入船2―2―14

電話（03）3552―0426㈹

販 売 所 各 県 の 官 報 販 売 所
政 府 刊 行 物 セ ン タ ー

霞が関
〒100―0013
東京都千代田区霞が関1―4―1
日土地ビル１階
TEL（03）3504―3885
FAX（03）3504―3889（

仙台
〒980―0014
仙台市青葉区本町3―5―22
（宮城県管工事会館１階）
TEL（022）261―8320
FAX（022）261―8321 ）

財 政 金 融 統 計 月 報 編 集 案 内

１�．この統計月報は，財政金融及び重要な経済の事象を，統計を基礎として，具体的に解明し部内執務の参考
と一般の利用に供するものです。
２�．本誌に掲載した論文等のうち，意見にわたる部分は，それぞれ筆者の個人的見解であることをお断りして
おきます。
３�．発行月は前後することがあるほか，資料などの都合で臨時号や合併号を発行することがあります。
４�．本号の内容等についてのお問い合わせは，財務省理財局管理課国有財産情報室（TEL．03-3581-4111，内
線2616番）へ，編集上の事項については財務省財務総合政策研究所資料情報部（内線5314番）へ御連絡下さ
い。

◉既刊分内容紹介◉
第　1号～ 99号は第100号
第100号～165号は第168号
第166号～199号は第200号
第200号～250号は第252号
第251号～299号は第300号
第300号～350号は第352号
第351号～399号は第400号
第400号～450号は第452号
第451号～499号は第500号
第500号～559号は第560号
第560号～599号は第600号
第600号～649号は第650号
第650号～699号は第700号
第700号～749号は第750号
第750号～799号は第800号
第800号～849号は第850号
各 巻 末 年 譜 参 照

第874号　　�租 税 特 集
第875号　　�国 際 経 済 特 集
第876号　　�関 税 特 集
第877号　　�国 際 収 支 特 集
第878号　　�財 政 投 融 資 特 集
第879号　　�国 庫 収 支 特 集
第880号　　�対 内 外 民 間 投 資 特 集
第881号　　�国 有 財 産 特 集

第882号
第883号
第884号
第885号
第886号

国際経済特集
租税特集
関税特集
財政投融資特集
国庫収支特集

第887号
第888号

国有財産特集
政府関係金融機関等特集

《令和８年度特集内容（予定）》（特集内容は予告なく変更することがあります）

定価：1, 331円（税込）
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世 界 経 済 の 現 状 と 見 通 し

ア メ リ カ ・ 欧 州 ・ 中 国

人 口 ・ 生 産

雇 用 ・ 物 価

貿 易 ・ 金 融

そ 　の 　他 ・ 予 算

統　計


